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1.  １４年３月期の連結業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

(1) 連結経営成績  
(注)本決算短信（連結）（添付資料を含む）中の百万円単位の表示金額は、百万円未満を切捨てています。 

 売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益 

    百万円    ％      百万円    ％      百万円     ％ 
１４年３月期 
１３年３月期 

482,975 
483,956 

△ 0.2 
30.2 

22,239 
61,422 

△63.8 
233.2 

12,213 
43,321 

△71.8 
282.8 

 
 

当 期 純 利 益  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円    ％   円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 
１４年３月期 
１３年３月期 

△6,003 
20,910 

－  
169.1 

△16 
56 
23 
53 

－ 
－ 

△3.3 
11.9 

2.1 
7.9 

2.5 
9.0 

（注）①持分法投資損益      14 年 3 月期   548 百万円       13 年 3 月期   39 百万円 
②期中平均株式数(連結)   14 年 3 月期   369,833,275 株       13 年 3 月期   369,924,491 株 
③会計処理の方法の変更   有 
④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2) 連結財政状態  

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

   百万円    百万円 ％ 円    銭 

１４年３月期 
１３年３月期 

561,275 
593,453 

 

 

176,960 
186,118 

 

 

31.5 
31.4 
 

 

478 
503 

52 
12 
 

（注）期末発行済株式数(連結)   14 年 3 月期   369,805,363 株        13 年 3 月期   369,926,952 株 
 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営業活動による  
キャッシュ・フロー 

投資活動による  
キャッシュ・フロー 

財務活動による  
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円       百万円        百万円     百万円 

１４年３月期 
１３年３月期 

△9,470 
34,924 

 
 

△ 25,851 
△ 15,693 

 
 

25,113 
△ 20,634 

 
 

24,614 
33,732 

 
 

 

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 ４６社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数 ２社 
 

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連 結 （新規）６社  （除外）１社      持分法 （新規）１社  （除外）－社 

 

2.  １５年３月期の連結業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３1日） 

 売    上    高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 

 
中 間 期 
通     期 

百万円 
230,000 
510,000 

百万円 
△5,000 
0 

百万円 
△5,000 
△ 2,000 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） △５円４１銭 

※ 上記の予想は、直近における市場予測等の情報及び為替相場などの前提に基づき作成したものであります。
実際の業績は、それらを含めて様々な要因により大きく異なる可能性があります。今後の見通し及び前提条
件に関しては、添付資料の６～７ページを参照してください。 
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1. 企業集団の状況 
 

   当グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（㈱ニコン）及び子会社６０社並びに関連会社１０社で 

  構成され、精機事業、映像事業、インストルメンツ事業、その他事業の製造販売を主な業務としている他、 

  これらに付帯するサービス業務等を行っております。 

   事業の系統図は次のとおりであります。 

 
 
              （国内生産会社）                                （アジア生産会社） 
 

   子会社 
     ※ ㈱ 栃 木 ニ コ ン         
     ※ ㈱ 仙 台 ニ コ ン         
     *  ㈱ 水 戸 ニ コ ン         
     ※ ㈱ 蔵 王 ニ コ ン         
    ***  ㈱ 黒 羽 ニ コ ン         
    ****  ㈱ 相 模 オ プ ト         
    ****  世 田 谷 工 業 ㈱         
****  ㈱ニコンエンジニアリング 
****  ティーエヌ産業㈱     他１社 

 
関連会社 
****  光ガラス㈱        他１社 

   子会社 
 
  ** Nikon(Thailand)Co.,Ltd. 
                他１社 
 
  関連会社 ２社 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
     精 機 事 業       

      〔  ㈱  ニ  コ  ン  〕 
 
    映 像 事 業                インストルメンツ事業 

 
 
     そ の 他 事 業        

 

     
 
 
 
 
 
  （国内販売・サービス会社）    （北米販売・サービス会社）     （欧州販売・サービス会社）    （アジア販売・サービス会社） 
 

   子会社 
 **  Nikon Inc. 
 ***  Nikon Instruments Inc. 
 **** Nikon Eyewear Inc. 
 **   Nikon Canada Inc. 
 *    Nikon Precision Inc. 
 *    Nikon Ventures Corporation 
*    Nikon Research Corporation 

of America 
 

   子会社 
 ※ Nikon Europe B.V. 
 ※ Nikon AG 
 ※ Nikon GmbH 
 ※ Nikon France S.A. 
 ※ Nikon U.K. Ltd. 
 ***Nikon Instruments S.p.A. 
 *  Nikon Precision Europe GmbH 
 ** Nikon Svenska AB 
***Nikon Instruments Europe B.V. 

他２社 

   子会社 
 ** Nikon Hong Kong Ltd. 
 ** Nikon Singapore Pte Ltd 
 *  Nikon Precision Korea Ltd. 
 *  Nikon Precision Taiwan Ltd. 
*  Nikon Precision Singapore 
            Pte Ltd 
** Nikon(Malaysia)Sdn. Bhd.  

 
他１社 

    子会社 
 **  ニコンカメラ販売㈱ 
 ***  ㈱ニコンインステック 
 ***  ㈱コーガク 
 **** ㈱ニコンジオテックス 
 **** ㈱ニコンアイウェア 
**** ㈱ニコンビジョン 
 *     ㈱ニコンテック 
           他３社 
 関連会社 
 **** ㈱ニコン・エシロール 
           他３社  
 
 
 
 
      （その他）       
                                （海外持株会社）          

 

 
  子会社 
 **** Nikon Americas Inc. 
 **** Nikon Holdings Europe B.V. 

 
 

顧 客 

 

   子会社 
 **** ㈱ニコンシステム 
 **** ㈱ニコン・セールスプロモーション 
 **** ㈱ニコンライフ 
 **** ㈱ニコンロジスティクス 
 **** ㈱ニコン技術工房 
                他６社 
  関連会社 ２社 

 

 
 
 
    *     精機事業を営む会社                                    凡例 

    **   映像事業を営む会社                                        製品・外注加工の流れ 

    ***  インストルメンツ事業を営む会社                                  製造用部品の流れ 

    **** その他事業を営む会社                                       製品の流れ 

    ※  複数事業を営む会社 
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２. 経 営 方 針 

 

経営の基本方針 

２１世紀初頭の１０年間を視野に入れた事業活動の最上位指針「ビジョン Nikon 21」で掲げた

「信頼」と「創造」という企業理念に基づき、次の企業目標の実現に向けて邁進いたします。 

・ 優れた技術力を背景に、商品を通じて最高の品質、最新のサービスを世界に提供し、そのこ

とにより世界の人々の暮らしと文化に貢献することに努めます。 

・ 選択と集中により、経営資源を強みが発揮できる成長分野に配分し、各事業で No.1 をめざ

します。 

・ 世界各地に広がるグループ各社が連携しながら、それぞれに成長、進化、繁栄する強固な経

営体質を実現していきます。 

・ 経営環境の変化に俊敏に対応するアジル経営（俊敏な経営）をめざします。 

・ お客様、株主、社員、事業パートナー、社会の信頼を得られる誠実で透明性の高い経営をめ

ざします。 

利益配分に関する基本方針 

株主各位への安定的な配当を継続するとともに、中・長期的な視野に立った経営基盤の強化及び

研究開発や成長事業分野への投資も勘案して、利益処分を実施してまいります。 

投資単位引き下げに関する考え方及び方針 

投資単位の引き下げにつきましては、株式市場での流動性や、より広範な投資家の参加を促す観

点から、適宜見直していくことを基本方針としておりますが、相当な費用を要すること、現時点で

は費用対効果の面で実効性が確認できないことなどから、慎重に対処してまいりたいと存じます。 

中長期的な経営戦略 

２００２年４月から２００５年３月までを対象とする３年計画（０２０４計画）においては、「企

業価値の向上」をグループの基本方針として掲げ、次の方針により経営を進めてまいります。 

・ 構造改革の実施 

グループを挙げて大胆な構造改革を早期に実行し、事業運営の効率性を高め、収益力の強

化を図ります。 

・ 基幹事業の競争力強化 

ステッパー事業の競争力強化をグループの優先命題と位置づけて、開発力、生産技術力を

強化し、他社を凌駕する製品をお客様に提供します。映像事業については、コンシューマ

ー市場への積極的な商品展開を進めることにより、銀塩・デジタル両分野に亘る総合カメ

ラメーカーとして世界 No.1 の地位をめざします。 

・ 新世紀事業の創成 

ＣＭＰ事業のほか、光通信関連などの光学部品事業、ＭＥＭＳ(Micro Electro Mechanical 

System)関連事業、バイオサイエンス関連事業などへの参入を図るとともに、ニコンの柱

となる新たな事業の創成に取り組みます。 
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・ 研究開発力の強化 

各事業分野での次世代製品の開発を積極的に進めるとともに、「光利用技術」と「ナノテ

クノロジー」をニコンの強化すべきコア技術のキーワードとし、その応用性を広げる技術

の構築と強化を図ります。 

・ 「ものづくり力」の強化 

ニコンの原点は、「優れた技術に裏打ちされた製造業」であることを改めて認識し、技術

や事業の革新とともに、それを支える競争力の源泉としての「ものづくり力」を確実に高

めてまいります。 

会社の経営管理組織の整備等 

グループ全体を視野に入れた連結事業一貫体制を推進し、グローバルな経営環境の変化への対応

力を強化するために、カンパニー制に基づいた連結業績管理制度（予算制度）及び連結業績評価制

度を導入し、また、意思決定・業務執行の迅速化と責任の明確化を促進するために平成１３年６月

より執行役員制度を導入いたしました。 

今後、当社では、持株会社化を視野に入れた経営機構改革を推進することにより、さらなる分権

経営とグループ経営の高度化を図り、アジルな経営をめざしてまいります。 
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３. 経営成績及び財政状態 

１. 当期の概況 

(1) 経営成績 

当期における経済環境は、米国経済は、同時多発テロの影響による一段の悪化が懸念され

たものの、堅調な個人消費が下支えし、景気は底離れの兆しを示しました。一方、欧州経済

は、輸出と設備投資の落ち込みにより減退感が強まり、アジア経済も総じて鈍化しました。 

わが国経済は、個人消費が低迷し、設備投資も大幅に減少するなど、景気後退による厳し

い状況が続きました。 

当グループの事業分野に関しては、精機及びインストルメンツ事業関連は、半導体市場の

未曾有の不況に伴い、市場構造が変化する厳しい状況となりました。一方、映像事業関連で

は、デジタルカメラ市場の拡大が続きました。 

このような状況の下で、当グループは、カンパニー制と連結経営体制の一層の定着に努め

ました。また、お客様に満足いただける商品、サービスの提供に努める一方、コストダウン

や経費削減の徹底、棚卸資産や売掛債権の圧縮に取り組みました。しかしながら、半導体市

場の過去最大規模の落ち込みの影響を受け、売上高は、４,８２９億７５百万円（前期比 0.2％

減）、経常利益は１２２億１３百万円（前期比 71.8％減）となり、加えて、退職給付会計基

準変更時差異の費用処理等により６０億３百万円の当期純損失となりました。 

 

当期のセグメント別の状況は次のとおりです。 

精機事業 

縮小投影型露光装置（ステッパー）分野では、設計部門の熊谷製作所への統合、相模原

製作所におけるステッパー用の人工蛍石の生産開始などにより、開発・生産体制の整備・

拡充を進めるとともに、積極的に拡販策を展開し、最先端の ArF（フッ化アルゴン）エキ

シマステッパーの販売を伸ばしました。また、線幅０.１２マイクロメートル以下の解像

度を実現した ArF エキシマステッパー「NSR-S306C」を開発し、さらに、次世代デバイス

の研究開発を行う株式会社半導体先端テクノロジーズ(Selete)から、EB（電子ビーム）ス

テッパーの受注に成功しました。しかしながら、半導体メーカーの大幅な投資削減により、

売上げは大きく減少しました。 

液晶用露光装置分野では、中小型液晶パネル向けには「FX-701M」を、大型液晶パネル
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向けには「FX-21S」をそれぞれ中心として拡販に努め、ほぼ前期並の売上げとなりました。 

この結果、当事業の売上高は、１,９８９億９１百万円（前期比 15.3％減）、営業利益は

３６億３４百万円（前期比 91.8％減）となりました。 

映像事業 

デジタルカメラでは、市場で高い評価を得ているレンズ交換式一眼レフタイプの「ニコ

ンデジタルカメラ D1X/D1H」が順調に推移するとともに、ＣＯＯＬＰＩＸシリーズでは、

上半期に発売した２機種に加え、下半期には有効画素数３.２メガピクセルの「ＣＯＯＬ

ＰＩＸ885」、有効画素数５.０メガピクセルと新開発の広角３倍ズームニッコールレンズ

を搭載した「ＣＯＯＬＰＩＸ5000」、レンズがボディ内部に収まるスタイリッシュなデザ

インの「ＣＯＯＬＰＩＸ2500」を順次発売してラインアップを充実し、売上げは、市場の

伸び率を上回る大幅増となりました。また、フィルムスキャナは、各種フィルムへの対応

と高画質を実現した新製品「SUPER COOLSCAN 8000 ED」が売上増に貢献しました。 

銀塩カメラでは、一眼レフカメラは、普及価格帯モデルの「ニコン U(F65/N65) 」が販

売を伸ばすとともに、マニュアルフォーカス機の新製品「ニコン FM3A」、超小型・超軽量

ボディに高機能を満載した「ニコン Us(F55/N55)」を発売し、市場全体が縮小する中、売

上げは減少しましたが、シェアを拡大しました。交換レンズは、低価格化の進行により売

上げは減少しました。レンズシャッターカメラでは、新製品「ライトタッチズーム 140 ED」

を市場に投入し、拡販に努めたものの、売上げは前期の実績に及びませんでした。 

この結果、当事業の売上高は、２,２１５億７７百万円（前期比 23.0％増）、営業利益は  

１６１億３４百万円（前期比 53.6％増）となりました。 

インストルメンツ事業 

生物顕微鏡は、バイオテクノロジー研究用途を中心に、米国市場において順調に伸びる

とともに、各種アプリケーションへの柔軟な拡張性を実現した新製品の研究用倒立顕微鏡

「ECLIPSE TE2000」も好評を博すなど、売上げは前期の実績を上回りました。工業用顕微

鏡は、半導体関連市況悪化の影響により、国内、アジア市場を中心に各市場とも減少し、

大幅な売上減となりました。測定機では、ＣＮＣ画像測定システム「NEXIV VMR」シリー

ズを投入しましたが、電子部品関連の需要減により、売上げは前期の実績を下回りました。

半導体検査機器も、重ね合わせ測定機及びウェハ外観検査装置の新製品を投入し拡販に努

めたものの、市況低迷により売上減となりました。 

この結果、当事業の売上高は、４６６億４１百万円（前期比 21.0％減）、営業利益は４
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億６７百万円（前期比 91.0％減）となりました。 

その他事業 

カスタムプロダクツ事業では、ＩＴ（情報技術）不況の影響を受け、光通信関係の光学

部品が伸び悩みましたが、衛星センサー用の光学系の販売が本格化し、売上げを伸ばしま

した。平成１３年５月に独立・分社化した望遠鏡事業も、米国市場を中心に、スポーツ観

戦、アウトドアユースに最適なコンパクトタイプの双眼鏡が好調に推移し、前期の実績を

上回りました。 

一方、測量機では、生産体制を拡充するとともに拡販に努めましたが、市況の冷え込み

により、売上げは減少しました。 

眼鏡については、厳しい市況が続く中、眼鏡レンズは累進焦点レンズなどの高付加価値

商品を中心に売上げを伸ばし、事業が順調に推移しましたが、フレーム・サングラスは低

価格化の進行に伴い、前期の実績を下回りました。 

この結果、当事業の売上高は、４８１億７５百万円（前期比 10.5％増）、営業利益は 

１５億７７百万円（前期比 8.8％減）となりました。 

  

なお、当期の配当につきましては、当期の業績に加え、依然として厳しい経営環境とさら

なる経営構造改革の実施を勘案し、誠に遺憾ながら期末配当は見送ることとし、１株につき

年４円（中間配当として１株４円）を予定しております。 

 

(2) 財政状態 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回収が進む一方で、仕入債務、

法人税等の支払いなどにより、９４億７０百万円の支出となり、投資活動によるキャッシュ・

フローは、生産能力の増強のための設備投資による支出などにより、２５８億５１百万円の

支出となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャルペーパーの

増加、社債の発行などにより、２５１億１３百万円の収入となり、この結果、現金及び現金

同等物の期末残高は２４６億１４百万円となりました。 

 

 

２. 次期の見通し 

世界経済全体は、まだ先行きに不透明感が拭えない米国経済の回復に依存する状況が当面

続くものと思われます。加えて、わが国経済は内需の低迷により自律的回復力が弱く、さら

に、半導体市況の動向も懸念されるなど、当グループを取り巻く経営環境は依然として極め

て厳しいものと思われます。 
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当グループの事業分野に関しては、映像事業関連では、デジタルカメラ市場は引き続き拡

大が見込まれるものの、銀塩カメラ市場が縮小傾向にあり、また、精機事業及びインストル

メンツ事業関連も、半導体関連市況の先行きが懸念されます。 

当グループは、このような状況において、グループを挙げて構造改革を断行し、収益性の

高い企業体質への転換を目指します。先ず、損益分岐点の引き下げを図るため、グループ全

体としての要員規模の適正化に取り組むとともに、ＣＲＭ（カスタマー・リレーションシッ

プ・マネジメント）、ＳＣＭ（サプライ・チェーン・マネジメント）の本格的な導入などによ

り効率的な開発・生産・販売体制を構築し、固定費、変動費の削減を行います。また、グル

ープ内における不採算事業のさらなる統廃合により、グループ内の経営資源の活用と有効配

分を推し進めます。さらに、当グループ固有の光利用技術、精密加工技術、そして、生産技

術を活かし、新規事業の創生に努めます。これらの施策により、競争力の回復・強化に努め、

グループ全体として環境の変化に柔軟に対応できる企業構造の確立に向けて努力してまいる

所存です。 

なお、当グループは、厳しい経営環境が続く中で、事業基盤を健全なものにするための経

営の合理化の一環として、既存の早期退職優遇制度を拡大する等の施策を実施し、これによ

り生じる費用については、平成１５年３月期に特別損失として計上する予定です。 

 

現時点での平成１５年３月期の業績見通しは、以下のとおりです。 

(1) 連結業績見通し 

売 上 高 ５,１００億円 （前期比  ５.５％増） 

経 常 利 益 ０億円 （前期比  １００％減） 

当 期 純 利 益 △２０億円 （前期比 ６６.７％減） 

(2) 単独業績見通し 

売 上 高 ３,８００億円 （前期比 １６.８％増） 

経 常 利 益 △７０億円 （前期比      －％減） 

当 期 純 利 益 △５０億円 （前期比      ６％減） 

なお、次期の為替レートにつき、１米ドル１３０円、１ユーロ１１４円を前提としています。 

 

また、次期の中間配当についてはこれを見送る見込みです。期末配当につきましては現時

点では未定です。 

 

※ 上記の見通し及び将来についての事項は、顧客の設備投資の動向、為替相場の動向など、様々な要因

の変化により、変動する場合があります。 
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4. 連結財務諸表等  
 

（1）連結貸借対照表 
（単位：百万円） 

 

 

当連結会計年度 

（平成 14年 3月 31 日現在）

前連結会計年度 

（平成 13年 3月 31 日現在） 
 増    減 

期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 (△印は減少) 

 ％  ％  

[資 産 の 部 ]      

      

流  動  資  産 367,652  65.5 415,902  70.1 △ 48,249 

現 金 及 び 預 金 24,822  34,293  △ 9,470 

受取手形及び売掛金 102,966   141,349   △ 38,382 

た な 卸 資 産 208,410  199,797   8,613 

繰 延 税 金 資 産 17,786  26,693  △ 8,906 

そ の 他 16,712  16,391  320  

貸 倒 引 当 金 △ 3,046  △ 2,623  △ 423 

      

固  定  資  産 193,623  34.5 177,551  29.9 16,072 

有 形 固 定 資 産 113,119  20.1 98,235 16.5 14,883 

建 物 及 び 構 築 物 39,553  36,830  2,722 

機械装置及び運搬具 33,066  24,728  8,338 

土 地 16,811  15,866  945  

建 設 仮 勘 定 13,188  11,517  1,670 

そ の 他 10,500  9,292  1,207 

      

無 形 固 定 資 産 8,310 1.5 8,153  1.4 157  

ソ フ ト ウ ェ ア 等 8,310  8,153  157  

      

投資その他の資産 72,192 12.9 71,161 12.0 1,031 

投 資 有 価 証 券 50,140  57,615  △ 7,475 

繰 延 税 金 資 産 14,911  5,369  9,541 

そ の 他 7,245  8,260  △ 1,015 

貸 倒 引 当 金 △ 103  △ 83  △ 20 

      

      

資 産 合 計 561,275  100.0 593,453  100.0 △ 32,177 
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（単位：百万円） 

 

当連結会計年度 

（平成 14年 3月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（平成 13年 3月 31 日現在）
増    減 

期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 (△印は減少) 

 ％  ％  

[ 負 債 の 部 ]      

      

流  動  負  債 280,490  50.0 323,403  54.5 △ 42,912 

支払手形及び買掛金 78,865  114,843   △ 35,978 

短 期 借 入 金 73,335  56,347  16,988 

コマーシャルペーパー 45,000  32,000  13,000 

一 年 内 償 還 社 債 10,000  20,000  △ 10,000 

未 払 法 人 税 等 1,298  22,022  △ 20,723 

未 払 費 用 31,317  32,851  △ 1,534 

製 品 保 証 引 当 金 6,366  6,034  332  

そ の 他 34,306  39,303  △ 4,997 

      

固  定  負  債 103,666  18.5 83,755 14.1 19,911 

社 債 75,000  60,000  15,000 

長 期 借 入 金 6,625  11,803  △ 5,177 

退 職 給 付 引 当 金 17,419  10,023  7,395 

そ の 他 4,621  1,928  2,693 

負 債 合 計 384,157  68.5 407,158  68.6 △ 23,001 

      

[少数株主持分]      

      

少 数 株 主 持 分 158 0.0 175  0.0 △ 17 

      

[ 資 本 の 部 ]      

      

資 本 金 36,660  36,660  －  

資 本 準 備 金 51,924  51,909  14 

連 結 剰 余 金 88,725  96,560  △ 7,834 

その他有価証券評価差額金 1,079  4,715  △ 3,636 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 1,265  △ 3,726  2,460 

自 己 株 式 △ 163  △ 0  △ 162 

資 本 合 計 176,960 31.5 186,118  31.4 △ 9,158 

負債、少数株主持分及び資本合計 561,275  100.0 593,453  100.0 △ 32,177 
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（2）連結損益計算書 
（単位：百万円） 

当連結会計年度 
自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 3月 31 日 

前連結会計年度 
自 平成 12 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 3月 31 日 
増  減 

期  別 

 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 （△印は減少） 

 ％  ％  
売 上 高 482,975 100.0 483,956 100.0 △981 

売 上 原 価 306,793 63.5 301,758 62.4 5,034 

売 上 総 利 益 176,182 36.5 182,198 37.6 △6,015 
      

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 153,943 31.9 120,775 24.9 33,167 

営 業 利 益 22,239 4.6 61,422 12.7 △39,183 
      

営 業 外 収 益 6,908 1.4 6,362 1.3 545 

受 取 利 息 539  808  △269 

受 取 配 当 金 610  604  5 

為 替 差 益 1,846  －  1,846 

持分法による投資利益 548  39  509 

そ の 他 の 営 業 外 収 益 3,363  4,910  △1,546 

      

営 業 外 費 用 16,934 3.5 24,464 5.0 △7,530 

支 払 利 息 3,658  4,330  △672 

た な 卸 資 産 評 価 減 7,111  2,647  4,464 

たな卸資産解体処分損 2,185  10,506  △8,320 

現 金 支 払 割 戻 金 3,038  2,673  365 

そ の 他 の 営 業 外 費 用 939  4,306  △3,367 

経 常 利 益 12,213 2.5 43,321 9.0 △31,107 
    

特 別 利 益 4,979 1.1 6,299 1.3 △1,319 

固 定 資 産 売 却 益 3,180  4,575  △1,394 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,799  －  1,799 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 －  1,724  △1,724 

      

特 別 損 失 14,438 3.0 19,792 4.1 △5,354 

固 定 資 産 除 却 売 却 損 1,258  1,250  7 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 3,357  1,667  1,690 

退職給付引当金繰入額 9,754  16,459  △6,704 

そ の 他 の 特 別 損 失 67  414  △347 

税金等調整前当期純利益 2,755 0.6 29,827 6.2 △27,072 
      
法人税、住民税及び事業税 3,453 0.7 26,978 5.6 △23,524 
法 人 税 等 調 整 額 5,304 1.1 △18,076 △3.7 23,381 
少 数 株 主 持 分 利 益 0 0.0 15 0.0 △14 

当期純利益又は純損失(△) △6,003 △1.2 20,910 4.3 △26,914 
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（3）連結剰余金計算書 
 

（単位：百万円） 

 

期  別 
 
科  目 

当連結会計年度 
自 平成13年4月  1日 

至 平成14年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年4月  1日 

至 平成13年3月31日 

増  減 
 
(△印は減少) 

    

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 96,560 77,949 18,610 

連 結 剰 余 金 増 加 高 1,178 134 1,043 

連結子会社増加に伴う剰余金の増加高 692 134 558 

持分法適用会社増加に伴う剰余金の増加高 351 － 351 

連結子会社の非連結子会社合併による 
剰余金の増加高 

133 － 133 

連 結 剰 余 金 減 少 高 3,009 2,434 574 

配 当 金 2,959 2,404 554 

役 員 賞 与 50 30 20 

当期純利益又は純損失(△) △6,003 20,910 △26,914 

連 結 剰 余 金 期 末 残 高 88,725 96,560 △7,834 
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

 
科          目 

当連結会計年度 
自 平成13年4月 1日 
至 平成14年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成12年4月 1日 
至 平成13年3月31日 

増  減 
 

（△印は減少） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
1. 税金等調整前当期純利益  ２,７５５ ２９,８２７ △２７,０７２ 

2. 減価償却費  １７,９１７ １６,００７ １,９０９ 

3. 貸倒引当金の増加額  ２７１ ３７６ △１０５ 

4. 製品保証引当金の増加額  ８２ ２,４２４ △２,３４２ 

5. 退職給付引当金の増加額  ７,３０３ １０,０２３ △２,７２０ 

6. 受取利息及び受取配当金  △１,１４９ △１,４１２ ２６３ 

7. 持分法による投資利益  △５４８ △３９ △５０９ 

8. 支払利息  ３,６５８ ４,３３０ △６７２ 

9. 固定資産売却益  △３,１８０ △４,５７５ １,３９４ 

10. 投資有価証券売却益  △１,７９９ － △１,７９９ 

11. 固定資産除却売却損  １,２５８ １,２５０ ７ 

12. 投資有価証券売却損  ３,３５７ １,６６７ １,６９０ 

13. 投資有価証券評価損  ４７ ２６５ △２１８ 

14. 売上債権の減少額（△増加額） ４２,７１８ △１２,６３２ ５５,３５１ 

15. たな卸資産の増加額  △４,２４６ △４１,９４３ ３７,６９７ 

16. 仕入債務の減少額（増加額） △４０,８０６ ２２,５３４ △６３,３４１ 

17. その他  △５,１８４ １９,０１８ △２４,２０３ 

小   計 ２２,４５４ ４７,１２３ △２４,６６９ 

18. 利息及び配当金の受取額  １,１１９ １,３９９ △２８０ 

19. 利息の支払額  △３,３３４ △５,００６ １,６７１ 

20. 法人税等の支払額  △２９,７１０ △８,５９２ △２１,１１８ 

営業活動によるキャッシュ・フロー △９,４７０ ３４,９２４ △４４,３９５ 

    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

1. 有形固定資産の取得による支出  △２８,４２２ △１８,１８３ △１０,２３８ 

2. 有形固定資産の売却による収入  ３,５１７ ５,４５２ △１,９３４ 

3. 投資有価証券の取得による支出  △８,８１１ △５,０８９ △３,７２１ 

4. 投資有価証券の売却による収入  ８,４８９ ２,２０３ ６,２８６ 

5. 貸付金の減少額（純額） ６５２ ３,２４９ △２,５９７ 

6. その他  △１,２７６ △３,３２５ ２,０４８ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △２５,８５１ △１５,６９３ △１０,１５８ 
    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

1. 短期借入金の増加額（△減少額）（純額） １４,８１４ △２０,９４３ ３５,７５７ 

2. コマーシャルペーパーの増加額（純額） １３,０００ １８,０００ △５,０００ 

3. 長期借入れによる収入  １,３０２ １,３１６ △１４ 

4. 長期借入金の返済による支出  △５,７３９ △６,６１７ ８７７ 

5. 社債の発行による収入  ２４,８５３ － ２４,８５３ 

6. 社債の償還による支出  △２０,０００ △１０,０００ △１０,０００ 

7. 配当金の支払額  △２,９５０ △２,３９１ △５５９ 

8. その他  △１６６ １ △１６７ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ２５,１１３ △２０,６３４ ４５,７４７ 

    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ５８０ １,４９４ △９１４ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △９,６２８ ９２ △９,７２０ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  ３３,７３２ ３２,５７３ １,１５８ 

Ⅶ 新規連結子会社に係る現金及び現金同等物の増加額 ３５１ １,０６６ △７１４ 

Ⅷ 連結除外子会社に係る現金及び現金同等物の減少額 △０ － △０ 

Ⅸ 合併による現金及び現金同等物の増加額 １５８ － １５８ 

Ⅹ 現金及び現金同等物の期末残高  ２４,６１４ ３３,７３２ △９,１１８ 
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(5) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

1. 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 ： ４６社 

主要会社名 ： (株)栃木ニコン、(株)水戸ニコン、(株)仙台ニコン、 

ニコンカメラ販売(株)、(株)ニコンインステック、 

Nikon Precision Inc.、Nikon Precision Europe GmbH、 

Nikon Inc.、Nikon Europe B.V.、Nikon (Thailand) Co.，Ltd. 他 

非連結子会社数 ： １４社（うち持分法適用会社数 ０社） 

主要会社名 ： (株)大熊商会 他 

関 連 会 社 数 ： １０社（うち持分法適用会社数 ２社） 

 

2. 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連 結 範 囲 ： 

新 規 ６社 (株)ニコンビジョン、Nikon Instruments Europe B.V.(新規設立のため） 

ティーエヌ産業(株)、(株)ニコン技術工房、 

Nikon Research Corporation of America、 

Nikon (Malaysia)Sdn.Bhd. （以上、重要性が増加したため） 

除 外 １社 (株)ニコンオプティカル（会社清算のため） 

持分法適用会社 ： 

新 規 １社 光ガラス(株) 

除 外 該当事項はありません。 

 

3. 連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社の決算日は全て連結決算日と一致しております。 

 

4. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有 価 証 券 

・ 満期保有目的の債券 ------- 償却原価法によっております。 

・ その他有価証券 

時価のあるもの ------- 連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっておりま

す。（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は主として移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの ------- 主として移動平均法による原価法によっております。 

② デリバティブ ----------------- 時価法によっております。 

③ た な 卸 資 産 

・ 当社及び国内連結子会社 --- 主として総平均法に基づく原価法により評価しており

ます。 

・ 在外連結子会社 ----------- 主として先入先出法に基づく低価法により評価してお

ります。 
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(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

・ 当社及び国内連結子会社 --- 建物（建物附属設備を除く）については定額法、建物

以外については定率法を採用しております。 

・ 在外連結子会社 ----------- 主として定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建  物 ----------- ３０～４０年 

機械装置 ----------- ５～１０年 

② 無形固定資産 ----------------- 定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、自社利用ソフトウェア５年であります。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討することにより、回収不能

見込額を計上しております。 

② 製品保証引当金 

一定期間無償修理を行う旨の約定がある製品に対する修理費に充てるため、主として

売上高基準により計上しております。 

③ 退職給付引当金 

当社及び主要な連結子会社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（２６,２０２百万円）については、前期において当社保

有株式による退職給付信託（６,７１１百万円）に対応する分を一括費用処理し、そ

の残額は、２年による按分額を費用処理しております。また、数理計算上の差異は、

発生した期の翌期から主として１０年（平均残存勤務期間以内の一定の年数）による

定額法により費用処理しております。 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、連結

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整

勘定として表示しております。 

(5) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 --------- 繰延ヘッジ処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘ ッ ジ 手 段 --------- 為替予約、通貨オプション、通貨スワップ、金利スワップ 

ヘ ッ ジ 対 象 --------- 外貨建債権・債務、外貨建予定取引及び借入金 
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③ ヘ ッ ジ 方 針 

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘ

ッジ対象に係る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジし

ております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動

の累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価して

おります。 

(7) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

全面時価評価法によっております。 

 

6. 連結調整勘定の償却に関する事項 

その金額が僅少なため、全額費用処理しております。 

 

7. 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

「連結剰余金計算書」の利益処分については、連結会計年度中に確定した利益処分に基づ

いて作成しております。 

 

8. 連結キュッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 

＜会計方針の変更＞ 

従来、顧客より収受する有償の修理収入はサービス収入として、またこれに対応する費用

はアフターサービス費として、いずれも販売費及び一般管理費に含めて計上しておりまし

たが、当連結会計年度からサービス売上高及びこれに対応する費用は、売上高及び売上原

価に計上する方法に変更しております。 

この変更により、従来の方法によった場合と比較して、売上高は２５,７３５百万円、売

上原価は１４,７０９百万円、販売費及び一般管理費は１１,０２５百万円増加しておりま

すが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響はありません。 
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＜注記事項＞ 

（連結貸借対照表関係）  

当連結会計年度  前連結会計年度 
（平成１4年３月３１日現在） （平成１3年３月３１日現在） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 176,929 百万円 167,108 百万円 

2. 保 証 債 務 9,215 百万円 11,594 百万円 

3. 手 形 割 引 高 

・ 受 取 手 形 5 百万円 5 百万円 

・ 輸 出 手 形 586 百万円 682 百万円 

4. 担 保 資 産 

・ 売 掛 金 19,581 百万円 12,219 百万円 

・ 投 資 有 価 証 券 6,960 百万円 8,979 百万円 

5. 連結会計年度末日満期手形の会計処理 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって、決済処理してお

ります。なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が期

末残高に含まれております。 

・ 受 取 手 形 264 百万円 300 百万円 

・ 支 払 手 形 1,650 百万円 148 百万円 

 

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度  前連結会計年度 
自平成 13 年 4 月 1 日 自平成 12 年 4 月 1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 至平成 13 年 3 月 31 日 

販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 

広 告 宣 伝 費  27,182 百万円 19,655 百万円 

製品保証引当金繰入額  6,366 百万円 6,034 百万円 

給 料 手 当  29,987 百万円 27,152 百万円 

そ の 他 の 人 件 費  14,652 百万円 14,662 百万円 

研 究 開 発 費 27,313 百万円 22,794 百万円 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

当連結会計年度  前連結会計年度 
自平成 13 年 4 月 1 日 自平成 12 年 4 月 1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 至平成 13 年 3 月 31 日 

現 金 及 び 預 金 勘 定 24,822 百万円 34,293 百万円 

有 価 証 券 勘 定 －百万円 1 百万円 

預入期間が３ケ月を超える定期預金等 △208 百万円 △562 百万円 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 24,614 百万円 33,732 百万円 



【連結】

－17－ 

① セグメント情報 
 

(1) 事業の種類別セグメント情報 
 
当連結会計年度（自 平成 13年 4月 1日 至 平成 14年 3月 31 日）         （単位：百万円） 

 精機事業 映像事業 
ｲﾝｽﾄﾙﾒﾝﾂ 
事  業 

その他 
事 業 

計 
消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売 上 高        

(1) 外部顧客に対する売上高 194,927 219,575 45,410 23,061 482,975 － 482,975 

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 

4,063 2,001 1,231 25,114 32,410 (32,410) － 

計 198,991 221,577 46,641 48,175 515,385 (32,410) 482,975 

営 業 費 用 195,357 205,443 46,173 46,598 493,573 (32,836) 460,736 

営 業 利 益 3,634 16,134 467 1,577 21,812 426 22,239 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出        

資 産 282,209 108,203 34,800 43,430 468,644 92,631 561,275 

減 価 償 却 費 12,693 3,011 726 1,485 17,917 － 17,917 

資 本 的 支 出 23,265 8,385 735 1,158 33,545 － 33,545 

 
 
前連結会計年度（自 平成 12年 4月 1日 至 平成 13年 3月 31 日）                 （単位：百万円） 

 精機事業 映像事業 
ｲﾝｽﾄﾙﾒﾝﾂ 
事  業 

その他 
事 業 

計 
消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売 上 高        

(1) 外部顧客に対する売上高 230,565 176,219 57,792 19,379 483,956 － 483,956 

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 

4,242 3,891 1,215 24,230 33,581 (33,581) － 

計 234,807 180,111 59,008 43,610 517,537 (33,581) 483,956 

営 業 費 用 190,320 169,608 53,817 41,881 455,628 (33,094) 422,533 

営 業 利 益 44,486 10,503 5,190 1,728 61,909 (   486) 61,422 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出        

資 産 312,964 87,307 41,453 43,603 485,328 108,124 593,453 

減 価 償 却 費 11,223 2,595 1,225 962 16,007 － 16,007 

資 本 的 支 出 18,960 4,655 1,152 1,227 25,996 － 25,996 

（注）1. 事 業 区 分 の 方 法 ----------------- 製品の種類、販売市場の類似性等を考慮して行っております。 

2. 各事業区分の主要製品 

精 機 事 業------------- 縮小投影型露光装置、液晶用露光装置 等 

映 像 事 業------------- カメラ、交換レンズ、デジタルカメラ 等 

インストルメンツ事業------------- 顕微鏡、測定機、半導体検査機器 等 

そ の 他 事 業------------- 望遠鏡、眼鏡、測量機 等 
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3. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度 106,021 百万円、前連結会計年度 119,312
百万円であります。その主なものは、当社及び連結子会社での余資運用資金（現金預金及び有価証券）、長期投資資

金（投資有価証券）、繰延税金資産等であります。 

4. 当連結会計年度において、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、従来、顧客より収
受する有償の修理収入はサービス収入として、営業費用に含めて計上しておりましたが、当連結会計年度からサー

ビス売上高は、売上高に計上する方法に変更しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、

売上高は精機事業においては 20,419 百万円、映像事業においては 3,796 百万円、インストルメンツ事業においては   

1,095 百万円、その他事業においては 926 百万円多く、消去又は全社においては 502 百万円少なく計上されておりま

す。また、営業費用も精機事業、映像事業、インストルメンツ事業、その他事業においてはそれぞれ売上高と同額

ずつ多く、消去又は全社においては売上高と同額少なく計上されております。なお、営業利益に与える影響はあり

ません。 
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(2) 所在地別セグメント情報 
 
当連結会計年度（自 平成 13年 4月 1日 至 平成 14年 3月 31 日）         （単位：百万円） 

 日 本 北 米 欧 州 アジア 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売 上 高        

(1) 外部顧客に対する売上高 173,601 203,817 83,252 22,304 482,975 － 482,975 

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 

200,860 1,994 146 17,630 220,631 (220,631) － 

計 374,461 205,812 83,398 39,934 703,606 (220,631) 482,975 

営 業 費 用 368,751 198,918 81,127 36,984 685,781 (225,045) 460,736 

営 業 利 益 5,709 6,893 2,271 2,949 17,824 4,414 22,239 

Ⅱ 資       産 404,958 80,167 32,138 16,272 533,537 27,738 561,275 

 

 

前連結会計年度（自 平成 12年 4月 1日 至 平成 13年 3月 31 日）         （単位：百万円） 

 日 本 北 米 欧 州 アジア 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

売 上 高        

(1) 外部顧客に対する売上高 251,354 143,225 77,532 11,844 483,956 － 483,956 

(2) セグメント間の内部売上高
又は振替高 

172,853 1,064 111 13,162 187,192 (187,192) － 

計 424,208 144,289 77,643 25,006 671,148 (187,192) 483,956 

営 業 費 用 369,468 136,282 73,230 21,114 600,095 (177,561) 422,533 

営 業 利 益 54,739 8,007 4,413 3,892 71,052 (  9,630) 61,422 

Ⅱ 資       産 425,394 89,514 37,241 12,344 564,494 28,958 593,453 

 
（注）1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

2. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。 

(1) 北 米----------------米国、カナダ 

(2) 欧 州----------------オランダ、ドイツ、イギリス 

(3) アジア----------------韓国、台湾、タイ 

3. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は当連結会計年度 106,021 百万円、前連結会計年度 119,312

百万円であります。その主なものは、当社及び連結子会社での余資運用資金（現金預金及び有価証券）、長期投資資

金（投資有価証券）、繰延税金資産等であります。 

4. 当連結会計年度において、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、従来、顧客より収受

する有償の修理収入はサービス収入として、営業費用に含めて計上しておりましたが、当連結会計年度からサービス

売上高は、売上高に計上する方法に変更しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、売上

高は日本においては 16,790 百万円、北米においては 8,437 百万円、欧州においては 3,084 百万円、アジアにおいて

は 5,189 百万円多く、消去又は全社においては 7,766 百万円少なく計上されております。また、営業費用も日本、北

米、欧州、アジアにおいては各地域それぞれ売上高と同額ずつ多く、消去又は全社においては売上高と同額少なく計

上されております。なお、営業利益に与える影響はありません。 
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(3) 海外売上高 
 
当連結会計年度（自 平成 13年 4月 1日 至 平成 14年 3月 31 日）        （単位：百万円） 

 北 米 欧 州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 202,242 81,815 65,172 5,239 354,470 

Ⅱ 連 結 売 上 高     482,975 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合 

  ％ 

41.9 

  ％ 

16.9 

  ％ 

13.5 

  ％ 

1.1 

  ％ 

73.4 

 

 

 

前連結会計年度（自 平成 12年 4月 1日 至 平成 13年 3月 31 日）        （単位：百万円） 

 北 米 欧 州 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 141,828 75,535 114,676 4,643 336,684 

Ⅱ 連 結 売 上 高     483,956 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合 

  ％ 

29.3 

  ％ 

15.6 

  ％ 

23.7 

  ％ 

1.0 

  ％ 

69.6 

 
（注）1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

2. 各区分に属する主な国又は地域は、次のとおりです。 

(1) 北 米----------------米国、カナダ 

(2) 欧 州----------------オランダ、ドイツ、イギリス 

(3) アジア----------------韓国、台湾、シンガポール 

(4) その他の地域----------中南米、オセアニア、アフリカ 

3. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

4. 当連結会計年度において、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、従来、顧客より収受

する有償の修理収入はサービス収入として、営業費用に含めて計上しておりましたが、当連結会計年度からサービス

売上高は、売上高に計上する方法に変更しております。この変更により、従来の方法によった場合と比較して、北米

に対しては 8,310 百万円、欧州に対しては 2,874 百万円、アジアに対しては 2,961 百万円、その他の地域に対しては  

34 百万円多く計上されております。 
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② リース取引 
 

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

当連結会計年度 前連結会計年度 
自平成 13年 4月 1日   自平成 12年 4月 1日 
至平成 14年 3月 31日   至平成 13年 3月 31日 

「機械装置及び工具器具備品等」 

① 取 得 価 額 相 当 額 １７,１２５百万円 １８,２２０百万円 

減価償却累計額相当額  ９,９３４百万円 １０,９８９百万円 

期 末 残 高 相 当 額 ７,１９０百万円 ７,２３０百万円 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 ２,７１１百万円 ３,０２２百万円 

１年超 ４,４７９百万円 ４,２０７百万円 

合 計 ７,１９０百万円 ７,２３０百万円 

③ 支払リース料（減価償却費相当額） ３,５３３百万円 ３,４９２百万円 

 

※ ・ 上記の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、支払利子込み法に 

よって算定しております。 

・ 減価償却費相当額の計算は定額法によっております。 

 

2. オペレーティング・リース取引 

当連結会計年度 前連結会計年度 
自平成 13年 4月 1日   自平成 12年 4月 1日 
至平成 14年 3月 31日   至平成 13年 3月 31日 

未 経 過 リ ー ス 料 

１年内 １,２３１百万円 １,００１百万円 

１年超 ２,４４７百万円 １,６４４百万円 

合 計 ３,６７８百万円 ２,６４５百万円 

 

 

 

③ 関連当事者との取引 
 

該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。  
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④ 税効果会計 
 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 当連結会計年度    前連結会計年度 
 （平成14年3月31日現在） （平成13年3月31日現在） 

（繰延税金資産） 

・ た な 卸 資 産 １０,９１２百万円 １６,５８１百万円 

・ 未 払 賞 与 １,８６４百万円 ２,９２７百万円 

・ 製 品 保 証 引 当 金 ２,４６４百万円 ２,１２０百万円 

・ 退 職 給 付 引 当 金  ９,２０７百万円 ５,４３３百万円 

・ 減 価 償 却 費 ９,６３４百万円 ７,９２６百万円 

・ 繰 越 欠 損 金 ２,０１９百万円 ４６百万円 

・ そ の 他 ３,６５７百万円 ７,２３８百万円 

繰 延 税 金 資 産 合 計 ３９,７６０百万円 ４２,２２７百万円 

 

（繰延税金負債） 

・ 買換資産圧縮積立金 △３,４０２百万円 △２,４６８百万円 

・ 子 会 社 留 保 利 益 △２,５６９百万円 △２,５４４百万円 

・ そ の 他 △４,０３５百万円 △５,３８８百万円 

繰 延 税 金 負 債 合 計 △１０,００６百万円 △１０,４０１百万円 

繰延税金資産の純額 ２９,７５４百万円 ３１,８２６百万円 

 

（注）繰延税金資産の算定に当たり控除した評価性引当額は、当連結会計年度１,４８９百

万円、前連結会計年度２,７６４百万円であります。 

 

2. 当連結会計年度における法定実効税率（４２.０％）と税効果会計適用後の法人税等の負担率 

（３１７.９％）との差異の原因となった主な項目は、前連結会計年度の未実現利益に対する

繰延税金資産の不計上（２３８.８％）等であります。 
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⑤ 有価証券 
 

1. その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

平成 14 年 3 月 31 日現在 平成 13 年 3 月 31 日現在 

 

取得原価 
連結貸借対照表
計 上 額 差 額 

取得原価 
連結貸借対照表
計 上 額 差 額 

（連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの） 

(1) 株 式 

(2) 債券(満期保有目的以外) 

国債・地方債等 

その他債券 

 

 

14,990 

 

5 

42 

 

 

21,404 

 

5 

42 

 

 

6,413 

 

0 

0 

 

 

25,436 

 

2 

783 

 

 

36,526 

 

2 

784 

 

 

11,089 

0 

1 

小  計 15,038 21,451 6,413 26,222 37,313 11,091 

（連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの）

(1) 株 式 

(2) 債券(満期保有目的以外) 

国債・地方債等 

その他債券 

 

 

24,122 

 

－ 

0 

 

 

19,569 

 

－ 

0 

 

 

△4,552 

 

－ 

0 

 

 

14,328 

 

－ 

－ 

 

 

11,367 

 

－ 

－ 

 

△2,961 

 

－ 

－ 

小  計 24,122 19,569 △4,552 14,328 11,367 △2,961 

合       計 39,160 41,021 1,860 40,551 48,681 8,130 

 

2. 売却したその他有価証券 

(単位：百万円) 

当連結会計年度 前連結会計年度 

自 平成 13年 4月１日 至 平成 14年 3月 31 日 自 平成 12年 4月１日 至 平成 13年 3月 31 日 

売却額 売却益の合計 売却損の合計 売却額 売却益の合計 売却損の合計 

 

8,420 

 

 

1,799 

 

 

3,357 

 

 

2,203 

 

 

－ 

 

 

1,667 

 

 

3. 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

平成 14 年 3 月 31 日現在 平成 13 年 3 月 31 日現在 

 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

貸付信託受益証券 

 

4,329 
 

－ 

 

4,483 
 

50 

合    計 4,329 4,533 
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4. その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

(単位：百万円) 

当連結会計年度 前連結会計年度 

平成 14 年 3 月 31 日現在 平成 13 年 3 月 31 日現在 

 

1 年以内 1 年超 5 年以内 1 年以内 1 年超 5 年以内 

債  券 

 国債・地方債等 

 その他債券 

 

0 

－ 

 

4 

－ 

 

0 

0 

 

2 

2 

合    計 0 4 0 4 
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⑥ デリバティブ取引 
 

 
通貨関連  

（単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成 14年 3月３１日現在） 

前連結会計年度 
（平成 13年 3月３１日現在） 

契約額等  契約額等  

区 

分 

種  類 

 うち１年超 
時価  

評価損益 

（△は損）  うち１年超 
時価  

評価損益 

（△は損） 

為替予約取引         

売 建         

円 4,023 － 3,985 38 2,000 － 1,754 245 

米ドル 4,901 － 4,939 △37 1,176 － 1,225 △49 

ユーロ 5,818 － 5,874 △56 6,247 － 6,816 △568 

英ポンド － － － － 663 － 677 △13 

         

買 建         

円 4,952 － 4,425 △527 21,793 － 18,125 △3,667 

米ドル 331 － 333 2 156 － 161 5 

ユーロ 2,300 － 2,328 28 3,327 － 3,378 50 

独マルク － － － － 1,926 － 1,914 △12 

英ポンド 188 － 188 △0 828 － 856 28 

市

場

取

引

以

外

の

取

引 

         

合   計 － － － △553 － － － △3,981 

（注） 

当連結会計年度 
（平成 14年 3月３１日現在） 

 
 

前連結会計年度 
（平成 13年 3月３１日現在） 

1. 時価の算定方法  1. 同 左 
為替予約取引については、先物為替相場を使用
しております。 

 

 
 

 
 

2. ヘッジ会計が適用されているものについては、
記載対象から除いております。 

 
 
 
 
 
 

2. 同 左 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



【連結】

－26－ 

金利関連  
（単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成 14年 3月３１日現在） 

前連結会計年度 
（平成 13年 3月３１日現在） 

契約額等  契約額等  

区 

分 

種  類 

 うち１年超 
時価  
評価損益 

（△は損）  うち１年超 
時価  
評価損益 

（△は損） 

        

         

金利スワｯプ取引         

         

受取固定・支払変動 30,000 10,000 865 865 30,000 20,000 1,384 1,384 

         

支払固定・受取変動 20,000 10,000 △833 △833 20,000 20,000 △876 △876 

         

市

場

取

引

以

外

の

取

引 

         

合   計 50,000 20,000 32 32 50,000 40,000 508 508 

（注） 

当連結会計年度 
（平成 14年 3月３１日現在） 

 
 

前連結会計年度 
（平成 13年 3月３１日現在） 

1. スワップ取引に係る契約額等の欄の金額
は想定元本であり、この金額自体がデリバ

ティブ取引に係る市場リスク量又は信用

リスク量を示すものではありません。 

 1. 同 左 

2. 時価の算定方法は、取引先金融機関等から
提示された価格等に基づき算定しており

ます。 

 
 
 

2. 同 左 

3. ヘッジ会計が適用されているものについ
ては、記載対象から除いております。 

 3. 同 左 
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⑦ 退職給付 
 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度

を設けております。また、従業員の退職などに際して割増退職金を支払う場合があります。 

なお、一部の在外連結子会社は、確定給付型制度の他、確定拠出型制度を設けております。 
 

２．退職給付債務に関する事項 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
 （平成14年3月31日現在） （平成13年3月31日現在） 

イ. 退職給付債務         △１１５,３８０百万円 △９５,９８７百万円  

ロ. 年金資産 ６６,４３７百万円 ６３,９４１百万円 

ハ. 未積立退職給付債務 △４８,９４３百万円 △３２,０４６百万円 

ニ. 会計基準変更時差異の未処理額 －百万円 ９,７４３百万円 

ホ. 未認識数理計算上の差異 ３１,５８９百万円 １２,２７９百万円 

ヘ. 連結貸借対照表計上額純額 △１７,３５３百万円 △１０,０２３百万円 

ト. 前払年金費用 ６５百万円    －百万円 

チ. 退職給付引当金 △１７,４１９百万円 △１０,０２３百万円 

 

当連結会計年度 
（平成 14年 3月３１日現在） 

 
 

前連結会計年度 
（平成 13年 3月３１日現在） 

(注)1. 年金資産には退職給付信託４,３１２百

万円が含まれております。 
 (注)1. 年金資産には退職給付信託５,８９４百

万円が含まれております。 

2. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算

定に当たり、簡便法を採用しております。 

  2. 同 左 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
 自平成 13年 4月 1日 自平成 12年 4月 1日 
 至平成 14年 3月 31日 至平成 13年 3月 31日 

イ. 勤務費用 ４,０３９百万円 ３,８６０百万円 

ロ. 利息費用  ３,０８０百万円  ３,１９０百万円  

ハ. 期待運用収益 △２,７３９百万円 △２,４７６百万円 

ニ. 会計基準変更時差異の費用処理額 ９,７５４百万円 １６,４５９百万円 

ホ. 数理計算上の差異の費用処理額 １,１３２百万円 －百万円 

ヘ. 退職給付費用 １５,２６７百万円 ２１,０３３百万円 

 

当連結会計年度 
（平成 14年 3月３１日現在） 

 
 

前連結会計年度 
（平成 13年 3月３１日現在） 

(注)1. 上記退職給付費用以外に、当社及び国

内連結子会社において割増退職金とし

て８６３百万円を計上しております。 

 (注)1. 上記退職給付費用以外に、当社及び国内
連結子会社において割増退職金として

９６３百万円を計上しております。 

2. 簡便法を採用している連結子会社の

退職給付費用は、「イ. 勤務費用」に

計上しております。 

 
 2. 同 左 

 

3. 上記会計基準変更時差異の費用処理

額には、新規連結子会社分１１百万円

が含まれております。 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
 自平成 13年 4月 1日 自平成 12年 4月 1日 

 至平成 14年 3月 31日 至平成 13年 3月 31日 

イ. 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  期間定額基準 

ロ. 割引率 主として２.５％  主として３.０％ 

ハ. 期待運用収益率 主として４.０％ 主として４.０％ 

ニ. 数理計算上の差異の処理年数 主として１０年 主として１０年 

ホ. 会計基準変更時差異の処理年数 ２年 ２年 

 

 

 

 

 

 

（重要な後発事象） 
 

当社（㈱ニコン）は、厳しい経営環境が続く中で、事業基盤を健全なものにするための経

営合理化の一環として、既存の早期退職優遇制度を拡大し、次のとおり実施いたしました。 

 

対 象 者 ： 平成１４年５月３１日現在４５歳以上の従業員 

応 募 人 数 ： ４５５名 

応 募 期 間 ： 平成１４年４月１５日から平成１４年５月１０日まで 

退 職 日 ： 平成１４年５月３１日 

 

本制度により生じる割増退職金は約８６億円と見込まれ、平成１５年３月期に特別損失と

して計上する予定であります。 
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５. 生産、受注及び販売の状況 

 
(1) 生産実績 

（単位：百万円） 

事 業 区 分 
当連結会計年度 

自 平成13年４月 1日 

至 平成14年3月31日 

前連結会計年度 

自 平成12年４月 1日 

至 平成13年3月31日 

精 機 事 業 １７２,３３４ ２６４,１１１ 

映 像 事 業 １６６,２５２ １３４,２６６ 

インストルメンツ事業 ２１,９７２ ３７,２０７ 

そ の 他 事 業 １８,４８５ １５,９８５ 

合      計 ３７９,０４５ ４５１,５７０ 

 
 
 
(2) 受注状況 
 
当グループは主として見込生産を行っております。 

 
 
(3) 販売実績 

（単位：百万円） 

事 業 区 分 
当連結会計年度 

自 平成13年４月 1日 

至 平成14年3月31日 

前連結会計年度 

自 平成12年４月 1日 

至 平成13年3月31日 

精 機 事 業 １９４,９２７ ２３０,５６５ 

映 像 事 業 ２１９,５７５ １７６,２１９ 

インストルメンツ事業 ４５,４１０ ５７,７９２ 

そ の 他 事 業 ２３,０６１ １９,３７９ 

合      計 ４８２,９７５ ４８３,９５６ 
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平成１４年３月期 個別財務諸表の概要           平成１４年５月１３日 

上 場 会 社 名    株式会社 ニ コ ン             上 場 取 引 所  東証・大証 

コ ー ド 番 号    ７７３１                        本社所在都道府県   東京都 

(ＵＲＬ http://www.nikon.co.jp) 

問 合 せ 先     責任者役職名  ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｾﾝﾀｰ広報部ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｼﾞｬｰ 

氏    名  正  井  俊  之             ＴＥＬ（０３）３２１６－１０３２ 

決算取締役会開催日  平成１４年５月１３日        中間配当制度の有無   有 

定時株主総会開催日  平成１４年６月２７日        単元株制度採用の有無  有(１単元  1,000 株) 

 

1. １４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

(1) 経営成績  
(注)百万円単位の表示金額は、百万円未満を切捨てています。 

 売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益 

    百万円    ％      百万円    ％      百万円     ％ 
１４年３月期 
１３年３月期 

325,222 
391,320 

△ 16.9 
26.8 

891 
43,021 

△97.9 
512.7 

390 
32,886 

△98.8 
402.7 

 
 

当 期 純 利 益  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円    ％   円  銭 円  銭 ％ ％ ％ 
１４年３月期 
１３年３月期 

△5,302 
11,804 

－  
152.7 

△14 
31 
34 
91 

－ 
－ 

△3.4 
7.5 
 0.1 
7.6 

0.1 
8.4 

（注）①期中平均株式数      14 年 3 月期  369,833,275 株          13 年 3 月期  369,927,584 株 

②会計処理の方法の変更   有 

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)配当状況  

 

(3) 財政状態  

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

   百万円    百万円 ％ 円    銭 

１４年３月期 
１３年３月期 

453,557 
469,025 

 

 

151,535 
163,618 

 

 

33.4 
34.9 
 

 

409 
442 

77 
30 
 

（注）①期末発行済株式数  14 年 3 月期  369,805,363 株        13 年 3 月期  369,927,584 株 

②期末自己株式数    14 年 3 月期      139,969 株        

 

2. １５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３1日） 

１ 株当たり年間配当金  
 売 上 高 経 常 利 益  当期純利益  

中 間 期 末  

 
中間期 
通 期 

百万円 
165,000 
380,000 

百万円 
△11,000 
△ 7,000 

百万円 
△10,000 
△ 5,000 

円 銭 
0   00   
――― 

円 銭 
――― 
未 定 

円 銭 
――― 
未 定 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）△１３円５２銭 
 

※ 上記の予想は、直近における市場予測等の情報及び為替相場などの前提に基づき作成したものであります。
実際の業績は、それらを含めて様々な要因により大きく異なる可能性があります。今後の見通し及び前提条
件に関しては、添付資料の６～７ページを参照してください。 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 
１４年３月期 
１３年３月期 

円  銭 
4    00  
8    00  

円  銭 
4    00  
4    00  

円  銭 
0    00  
4    00  

百万円 
1,479      
2,959      

％ 
－   
25.1   

％ 
1.0   
1.8   
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個別財務諸表等  
（1）貸借対照表 

（単位：百万円） 

当   期 

（平成 14年 3月 31 日現在） 

前   期 

（平成 13年 3月 31 日現在） 
 増    減 

期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 (△印は減少) 

 ％  ％  
[資 産 の 部 ]      

      
流  動  資  産 2 8 4 , 2 3 1  62.7 3 0 7 , 7 1 6  65.6 △ 23,485  

現 金 及 び 預 金 8 , 7 2 6   1 5 , 6 9 2   △ 6,966  

受 取 手 形 3 0 , 1 7 2   3 7 , 1 0 0   △ 6,927  

売 掛 金 6 8 , 3 1 7   9 3 , 5 3 5   △ 25,218  

自 己 株 式 －   0   △ 0 

製 品 4 5 , 9 6 3   3 6 , 1 3 5   9 , 8 2 8  

半 製 品 1 , 2 0 1   4 0 8   7 9 2  

原 材 料 7 1   8 0   △ 8 

仕 掛 品 9 1 , 4 2 0   9 7 , 2 0 1   △ 5,780  

貯 蔵 品 3 , 0 5 7   2 , 8 4 2   2 1 4  

繰 延 税 金 資 産 1 0 , 5 1 7   9 , 6 5 3   8 6 4  

関係会社短期貸付金 1 7 , 4 6 2   8 , 8 5 6   8 , 6 0 6  

未 収 入 金 7 , 9 2 9   5 , 1 8 0   2 , 7 4 8  

そ の 他 1 , 1 0 7   1 , 3 8 3   △ 276  

貸 倒 引 当 金 △ 1,715   △ 354   △ 1,361  

      
固  定  資  産 1 6 9 , 3 2 6  37.3 1 6 1 , 3 0 8  34.4 8 , 0 1 8  

有 形 固 定 資 産 7 4 , 8 9 9  16.5 6 4 , 9 5 9  13.8 9 , 9 3 9  

建 物 2 1 , 4 4 7   1 9 , 8 2 1   1 , 6 2 5  

構 築 物 1 , 1 5 7   1 , 1 2 8   2 8  

機 械 装 置 2 4 , 6 8 5   1 7 , 6 2 3   7 , 0 6 1  

車 輛 運 搬 具 8 6   7 2   1 3  

工 具 器 具 備 品 6 , 7 5 2   6 , 2 1 8   5 3 4  

土 地 1 0 , 2 9 0   1 0 , 3 7 4   △ 84  

建 設 仮 勘 定 1 0 , 4 8 1   9 , 7 1 9   7 6 1  

      
無 形 固 定 資 産 5 , 7 8 6  1.3 6 , 3 4 6  1.4 △ 560  

特 許 権 1 , 9 3 0   1 , 9 5 3   △ 23  
借 地 権 3 7   7 7   △ 40  

商 標 権 1 4 8   1 6 6   △ 17  

ソ フ ト ウ ェ ア 3 , 5 1 0   3 , 9 8 0   △ 469  

施 設 利 用 権 そ の 他 1 5 9   1 6 9   △ 10  

      
投資その他の資産 8 8 , 6 4 0  19.5 9 0 , 0 0 1  19.2 △ 1,361  

投 資 有 価 証 券 4 5 , 0 9 2   5 2 , 2 3 2   △ 7,139  
関 係 会 社 株 式 2 3 , 5 6 5   2 2 , 6 8 3   8 8 1  

出 資 金 6   6   －  

関 係 会 社 出 資 金 2 , 6 3 9   2 , 6 3 9   －  

従 業 員 長 期 貸 付 金 1 0 2   1 2 4   △ 21  

関係会社長期貸付金 6 9 5   1 , 0 1 2   △ 317  

長 期 前 払 費 用 4 5 0   6 7 0   △ 220  

繰 延 税 金 資 産 1 2 , 6 7 9   6 , 3 7 9   6 , 2 9 9  

敷 金 そ の 他 3 , 7 9 7   4 , 3 3 0   △ 533  

貸 倒 引 当 金 △ 387   △ 77   △ 309  

資 産 合 計 4 5 3 , 5 5 7  100.0 4 6 9 , 0 2 5  100.0 △ 15,467  
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（単位：百万円） 

 

当   期 

（平成 14年 3月 31 日現在） 

前   期 

（平成 13年 3月 31 日現在）
増    減 

期  別 

 

 科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 (△印は減少) 

 ％  ％  

[ 負 債 の 部 ]      
      

流  動  負  債 2 0 7 , 6 6 8  45.8 2 3 0 , 7 3 7  49.2 △ 23,069  

支 払 手 形 7 0 7   1 , 3 3 8   △ 631  

買 掛 金 5 9 , 4 7 1   8 8 , 5 2 1   △ 29,049  

短 期 借 入 金 5 7 , 3 5 0   3 1 ,8 5 0   2 5 , 5 0 0  
一年内に返済期日の 
到来する長期借入金 

3 , 6 1 4   1 , 9 1 4   1 , 7 0 0  

コマーシャルペーパー 4 5 , 0 0 0   3 2 , 0 0 0   1 3 , 0 0 0  
一 年 内 に 償 還 期 日 
の 到 来 す る 社 債 

1 0 , 0 0 0   2 0 , 0 0 0   △ 10,000  

未 払 設 備 工 事 代 8 , 6 1 5   5 , 9 2 1   2 , 6 9 3  

未 払 費 用 1 1 , 8 6 8   1 6 , 7 8 0   △ 4,912  

未 払 法 人 税 等 2 4   1 3 , 3 7 0   △ 13,346  

前 受 金 3 , 6 4 5   5 , 3 0 6   △ 1,660  

預 り 金 5 , 4 1 2   1 0 , 0 3 9   △ 4,627  

製 品 保 証 引 当 金 1 , 5 0 3   2 , 6 5 3   △ 1,150  

設備工事代支払手形 1 5 1   1 8 5   △ 33  

そ の 他 3 0 3   8 5 5   △ 551  

      
固  定  負  債 9 4 , 3 5 3  20.8 7 4 , 6 6 8  15.9 1 9 , 6 8 4  

社 債 7 5 , 0 0 0   6 0 , 0 0 0   1 5 , 0 0 0  

長 期 借 入 金 4 , 0 2 2   6 , 6 3 7   △ 2,614  

退 職 給 付 引 当 金 1 4 , 6 5 0   7 , 1 5 4   7 , 4 9 5  
そ の 他 6 8 0   8 7 6   △ 195  

負 債 合 計 3 0 2 , 0 2 2  66.6 3 0 5 , 4 0 6  65.1 △ 3,384  

      

[ 資 本 の 部 ]      
      

資 本 金 3 6 , 6 6 0  8.1 3 6 , 6 6 0  7.8 －  

資 本 準 備 金 5 1 , 9 2 4  11.4 5 1 , 9 0 9  11.1 1 4  

利 益 準 備 金  5 , 5 6 5  1.2 5 , 4 1 2  1.2 1 5 3  

そ の 他 の 剰 余 金 5 6 , 5 1 1  12.5 6 4 , 9 7 5  13.8 △ 8,464  

任 意 積 立 金 5 2 , 8 8 2   5 0 , 9 1 3   1 , 9 6 9  

研 究 積 立 金 2 , 0 5 6   2 , 0 5 6   －  

退 職 慰 労 積 立 金 6 6 9   6 6 9   －  

海外投資等損失準備金 －   1   △ 1 

特 別 償 却 準 備 金 1 5   1 9   △ 3 

買換資産圧縮積立金 3 , 4 0 8   2 , 7 6 0   6 4 8  

圧 縮 未 決 算 積 立 金 1 , 5 2 2   1 9 5   1 , 3 2 6  

別 途 積 立 金 4 5 , 2 1 1   4 5 , 2 1 1   －  

当 期 未 処 分 利 益 3 , 6 2 8   1 4 , 0 6 1   △ 10,433  

その他有価証券評価差額金 1 , 0 3 6  0.2 4 , 6 6 0  1.0 △ 3,623  

自 己 株 式 △ 163  △0.0 －  － △ 163  

資 本 合 計 1 5 1 , 5 3 5  33.4 1 6 3 , 6 1 8  34.9 △ 12,083  

負 債 及 び 資 本 合 計  4 5 3 , 5 5 7  100.0 4 6 9 , 0 2 5  100.0 △ 15,467  
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（2）損益計算書 
（単位：百万円） 

当   期 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3月 31 日 

前   期 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3月 31 日 

増  減 
期  別 

 
 科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 （△印は減少） 

 ％  ％  
売 上 高 325,222 100.0 391,320 100.0 △66,097 
売 上 原 価 255,892 78.7 280,664 71.7 △24,771 

売 上 総 利 益 69,330 21.3 110,656 28.3 △41,326 
      

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 68,439 21.0 67,635 17.3 804 

営 業 利 益 891 0.3 43,021 11.0 △42,130 
      

営 業 外 収 益 11,420 3.5 7,575 1.9 3,844 

受 取 利 息 100  201  △101 
受 取 配 当 金 5,804  2,220  3,583 

金 利 ス ワ ッ プ 利 益 12  947  △935 

貸 与 資 産 賃 貸 料 1,065  886  178 

為 替 差 益 1,918  648  1,270 

そ の 他 の 営 業 外 収 益 2,519  2,670  △150 

      
営 業 外 費 用 11,921 3.7 17,710 4.5 △5,789 

支 払 利 息 332  440  △107 
社 債 利 息 2,230  2,600  △369 

製 品 等 評 価 減 6,393  2,260  4,133 

製 品 等 解 体 処 分 損 1,646  9,355  △7,709 

貸 与 資 産 諸 経 費 826  719  106 
そ の 他 の 営 業 外 費 用 492  2,333  △1,841 

経 常 利 益 390 0.1 32,886 8.4 △32,495 
    

特 別 利 益 4,931 1.5 6,260 1.6 △1,328 

固 定 資 産 売 却 益 3,140  4,536  △1,395 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,790  －  1,790 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 －  1,724  △1,724 

      
特 別 損 失 14,854 4.5 19,154 4.9 △4,300 

固 定 資 産 除 却 損 613  750  △136 
固 定 資 産 売 却 損 84  85  △1 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 3,357  1,667  1,689 

関 係 会 社 株 式 売 却 損 －  159  △159 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 41  258  △217 

関 係 会 社 株 式 評 価 損 －  329  △329 

退職給付引当金繰入額 9,053  15,764  △6,711 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 9  77  △68 

関係会社貸付金貸倒引当金繰入額 1,689  －  1,689 
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 5  59  △54 

税引前当期純利益又は純損失(△) △9,532 △2.9 19,992 5.1 △29,524 
      

法人税、住民税及び事業税 310 0.1 14,820 3.8 △14,510 
法 人 税 等 調 整 額 △4,540 △1.4 △6,632 △1.7 2,092 

当期純利益又は純損失(△) △5,302 △1.6 11,804 3.0 △17,106 

前 期 繰 越 利 益 10,410  3,885  6,524 
中 間 配 当 額 1,479  1,479  △0 

中間配当に伴う利益準備金積立額 －  147  △147 

当 期 未 処 分 利 益 3,628  14,061  △10,433 
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（3）利益処分案 
（単位：百万円） 

期  別 
 
科  目 

当  期 
自 平成13年4月  1日 

至 平成14年3月31日 

前  期 
自 平成12年4月  1日 

至 平成13年3月31日 

増  減 
 
(△印は減少) 

    

当 期 未 処 分 利 益 3,628 14,061 △10,433 

海外投資等損失準備金取崩額 － 1 △1 

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額 3 3 － 

買換資産圧縮積立金取崩額 232 97 134 

圧 縮 未 決 算 積 立 金 取 崩 額 1,522 195 1,326 

合          計 5,387 14,360 △8,973 

こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。  

利 益 準 備 金 － 153 △153 

配 当 金 

（1株につき） 

－ 1,479 

(4 円) 

△1,479 

役 員 賞 与 金 

（うち監査役分） 

－ 50 

(5) 

△50 

(△5) 

買 換 資 産 圧 縮 積 立 金 1,522 745 776 

圧 縮 未 決 算 積 立 金 1,451 1,522 △70 

合          計 2,973 3,950 △977 

次 期 繰 越 利 益 2,413 10,410 △7,996 

（注）平成 13年 12 月 10 日に 1,479 百万円（１株につき４円）の中間配当を実施いたしました。 
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(4) 重要な会計方針 

 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

・ 満期保有目的の債券 ------- 償却原価法によっております。 

・ 子会社株式及び関連会社株式--- 移動平均法による原価法によっております。 

・ その他有価証券 

時価のあるもの ------ 期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの ------- 移動平均法による原価法によっております。 

 

2. デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法によっております。 

 

3. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

・ 仕   掛   品 ------- 個別法による原価法により評価しております。 

・ その他のたな卸資産 ------- 総平均法による原価法により評価しております。 

 

4. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

建物（建物附属設備を除く）については定額法、建物以外については定率法を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建  物 ------------- ３０～４０年 

機械装置 ------------- ５～１０年 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、自社利用ソフトウェア５年であります。 

 

5. 繰延資産の処理方法 

社債発行費は支出時に全額費用として処理しております。 

 

6. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 
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7. 引当金の計上基準 

(1)  貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討することにより、回収不能見込

額を計上しております。 

(2)  製品保証引当金 

一定期間無償修理を行う旨の約定がある製品に対する修理費に充てるため、売上高基準

により計上しております。 

(3)  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（２４,８１７百万円）については、前期において当社保有

株式による退職給付信託（６,７１１百万円）に対応する分を一括費用処理し、その残

額は２年による按分額を費用処理しております。また、数理計算上の差異は、発生した

期の翌期から１０年（平均残存勤務期間以内の一定の年数）による定額法により費用処

理しております。 

 

8. リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

9. ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 ----------- 繰延ヘッジ処理によっております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘ ッ ジ 手 段 ----------- 為替予約、通貨オプション 

ヘ ッ ジ 対 象 ----------- 外貨建債権・債務及び外貨建予定取引 

(3) ヘ ッ ジ 方 針 

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額等を定めた内部規程に基づき、ヘッ

ジ対象に係る為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しており

ます。 

 

10.  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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＜会計方針の変更＞ 

従来、顧客より収受する有償の修理収入はサービス収入として、またこれに対応する費用

はアフターサービス費として、いずれも販売費及び一般管理費に含めて計上しておりまし

たが、当期からサービス売上高及びこれに対応する費用は、売上高及び売上原価に計上す

る方法に変更しております。 

この変更により、従来の方法によった場合と比較して、売上高は５,８８７百万円、売上

原価は６,６３６百万円増加し、販売費及び一般管理費は７４８百万円減少しております

が、営業利益、経常利益及び税引前当期純損失に与える影響はありません。 

 

 

＜追加情報＞ 

（自己株式） 

前期において資産の部に表示していた「自己株式」（前期末 流動資産０百万円）は、財務

諸表等規則の改正により、当期末においては資本に対する控除項目として資本の部の末尾

に表示しております。 



【個別】 

－38－ 

＜注記事項＞ 

（貸借対照表関係） 

 当  期      前  期 
（平成１4年３月３１日現在） （平成１3年３月３１日現在） 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 129,155 百万円 124,144 百万円 

 

2. 保 証 債 務 23,328 百万円 27,968 百万円 

 

3. 輸 出 手 形 割 引 高 663 百万円 9,819 百万円 

 

4. 担 保 資 産 

・ 投 資 有 価 証 券 6,960 百万円 8,979 百万円 

 

5. 当期の発行済株式数の増加は、平成１４年３月１日付の株式交換による㈱栃木ニコンの完全

子会社化に伴う株式の発行によるものであり、その内容は次のとおりであります。 

発 行 株 式 数   １７,７４８株 

資本準備金増加額   １４百万円 

 

6. 期末日満期手形の会計処理 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当期及び前期の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が期末残高に含

まれております。 

 当  期      前  期 
（平成１4年３月３１日現在） （平成１3年３月３１日現在） 

・ 受 取 手 形 11 百万円 73 百万円 

 

 

（損益計算書関係） 

 当  期      前  期 
自平成 13 年 4 月 1 日 自平成 12 年 4 月 1 日 
至平成 14 年 3 月 31 日 至平成 13 年 3 月 31 日 

研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費  26,457 百万円 22,487 百万円 
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① リース取引 
 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 当  期       前  期 
自平成 13年 4月 1日   自平成 12年 4月 1日 
至平成 14年 3月 31日   至平成 13年 3月 31日 

「機械装置及び工具器具備品等」 

① 取 得 価 額 相 当 額 10,687 百万円 10,677 百万円 

減価償却累計額相当額  5,751 百万円 6,053 百万円 

期 末 残 高 相 当 額 4,935 百万円 4,624 百万円 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,778 百万円 1,953 百万円 

１年超 3,157 百万円 2,670 百万円 

合 計 4,935 百万円 4,624 百万円 

③ 支払リース料（減価償却費相当額） 2,271 百万円 2,215 百万円 
 
※ ・ 上記の取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、支払利子込み法に 

よって算定しております。 
・ 減価償却費相当額の計算は定額法によっております。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

 当  期       前  期 
自平成 13年 4月 1日   自平成 12年 4月 1日 
至平成 14年 3月 31日   至平成 13年 3月 31日 

未 経 過 リ ー ス 料 

１年内 413 百万円 350 百万円 

１年超 658 百万円 －百万円 

合 計 1,071 百万円 350 百万円 

 

 

② 有価証券（子会社及び関連会社株式） 

子会社及び関連会社株式で時価のあるもの 

1. 当期（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子 会 社 株 式 －百万円 －百万円 －百万円 

関 連 会 社 株 式 664 百万円 530 百万円 △133 百万円 

 

2. 前期（平成 13 年 3 月 31 日現在） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

子 会 社 株 式 －百万円 －百万円 －百万円 

関 連 会 社 株 式 664 百万円 814 百万円 150 百万円 
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③ 税効果会計 
 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  当   期      前   期 
 （平成14年 3月 31日現在） （平成13年 3月 31日現在） 

（繰延税金資産） 

・ た な 卸 資 産 7,788 百万円 4,887 百万円 

・ 減 価 償 却 費 9,489 百万円 7,808 百万円 

・ 退 職 給 付 引 当 金 8,264 百万円 5,108 百万円 

・ そ の 他 2,866 百万円 5,185 百万円 

繰 延 税 金 資 産 合 計 28,408 百万円 22,989 百万円 

 

（繰延税金負債） 

・ その他有価証券評価差額金 △750 百万円 △3,374 百万円 

・ 買換資産圧縮積立金 △3,402 百万円 △2,468 百万円 

・ そ の 他  △1,059 百万円 △1,113 百万円 

繰 延 税 金 負 債 合 計 △5,212 百万円 △6,956 百万円 

繰延税金資産の純額 23,196 百万円 16,032 百万円 

 

（注）繰延税金資産の算定に当たり控除した評価性引当額は、当期 164 百万円であります。 

 

2． 当期における法定実効税率（△42.0％）と税効果会計適用後の法人税等の負担率（△44.4％）

との差異の原因となった項目は、受取配当金、交際費等の永久差異（△7.8％）、過年度法人

税等（3.0％）、その他（2.4％）であります。 

 

 

 

重要な後発事象 

 

重要な後発事象に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載して 

おります。 
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部 門 別 売 上 高 
 

（単位：百万円） 
（ ）内は構成比率 

部     門 
当  期 

自 平成13年4月  1日 

至 平成14年3月31日 

前  期 

自 平成12年4月  1日 

至 平成13年3月31日 

前 期 比  

精機カンパニー 
139,619 

( 42.9 %) 

222,587 

( 56.9 %) 

62.7 ％ 

映像カンパニー 
149,903 

( 46.1 %) 

123,699 

( 31.6 %) 

121.2 ％ 

インストルメンツカンパニー 
26,039 

( 8.0 %) 

35,233 

 (  9.0 %) 

73.9 ％ 

そ の 他 事 業 
9,660 

(  3.0 %) 

9,799 

(  2.5 %) 

98.6 ％ 

計 
325,222 

(100.0 %) 

391,320 

(100.0 %) 

83.1 ％ 

国 内 
98,633 

( 30.3 %) 

120,917 

( 30.9 %) 

81.6 ％ 

輸 出 
226,589 

( 69.7 %) 

270,402 

( 69.1 %) 

83.8 ％ 

(注)当期より、カンパニー制による事業運営をより明確に表現するため、各部門の名称を変更

いたしました。なお、独立・分社化した望遠鏡事業の売上げについては、平成１３年４月

分はその他事業に含めておりますが、５月分以降は上表に含めておりません。 

 

 

役 員 の 異 動  

 
該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。  

 




